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宇宙利用の技術動向と事業展開
―世界の衛星リーディングカンパニーを目指して―

・総合システム
・利用技術
・観測衛星
・通信衛星
・測位衛星
・宇宙機
・輸出機器
・地上インフラ

通信放送
◇DS2000シリーズ10機体制

軌道上運用6機，開発・製造中4機
ETS－VIIIの成果と自社開発で国際市場へ進出

1,500億円

宇宙機
◇誘導／ランデブ技術

HTV7機契約中，
2機連続運用成功

観測

◇20年以上にわたる地球観測技術

MOS－1マイクロ波放射計以来，JERS－1システム，ADEOSシリーズ，
GOSATシステム，更にALOS-2／ALOS-3シリーズで先進的システム
技術，合成開口レーダ／光学センサ技術を推進

輸出機器
◇世界シェア30～40%の
　No.1製品群

バス機器，RF機器国
際
マ
ー
ケ
ッ
ト
拡
大
事
業

国
家
イ
ン
フ
ラ
を
支
え
る
事
業

今後10年間で
事業規模約2倍へ プレゼンス向上

・観測衛星
・通信衛星
・宇宙機
・輸出機器
・地上設備

世界の
衛星メーカー
ランキング
第5位へ

世界の
衛星メーカー
ランキング
第8位

[2008年データ]

2010年 　2020年 2010年 　2020年

宇宙機
◇海外宇宙機への適用

NASAの宇宙機シグナス(オービ
タルサイエンス社)の近傍界通信
システムを9機受注，3機出荷

測位

◇日本初の測位衛星

準天頂衛星初号機　運用中

気象

◇20年間の気象観測を提供

ひまわり7・8・9号(～2029年)担当

通信放送
◇国際マーケット拡大

Superbird－C2成功(2008)から
国産初の海外商用衛星ST－2成功
(2011)，Turksat－4A／4B
受注，更に事業を拡大

観測
◇観測衛星の新興国への
　輸出推進

輸出機器
◇世界シェア拡大

・リチウムイオンバッテリ
　35%，太陽電池パネル
　40%，ヒートパイプ構体
　パネル30%を高密度・高
　効率品投入で現在シェア
　拡大
・高効率GaN－SSPAなどの
　先端製品の市場投入

測位・気象・観測

◇最先端の国家インフラを実現する技術開発
◇気象観測・配信，測位利用等の衛星／地上含めた
　総合システムの提供
◇標準衛星によるコスト削減・品質向上

事業戦略・技術戦略

事業拡大に向けた設備投資

◇衛星生産棟を2012年度中に増床。
　年間8機製造体制を早期に構築

事業戦略・技術戦略・設備拡充

当社の宇宙事業規模 世界でのプレゼンス
SSPA：Solid－State Power Amplifier

当社はこれまで450以上の宇宙プログラムで人工衛星や搭載機器を提供してきた。利用対象は通信放送，気象観測，測位，地球観測，宇宙
輸送機等多岐にわたり，国内官需のみでなく国内外の民需へも静止衛星システム，地上システム，搭載機器を供給してきた。今後10年の世界
需要は特に各国の宇宙インフラ関連で高い伸びが予想され，衛星を核とした全体システムの構築を中核事業の一つとして進めていく。

三菱電機の宇宙システム利用に関する取り組み

＊鎌倉製作所 宇宙システム部 次長　＊＊本社 宇宙システム事業部 宇宙開発利用推進室長（工博） ＊＊＊鎌倉製作所 技師長
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要　旨

三菱電機は1970年代の宇宙開発黎明（れいめい）期から現

在まで450を超える国内外の宇宙プログラムに参画し，人

工衛星や宇宙機を通して地球観測・通信放送・宇宙輸送・

気象観測・測位・天文等の様々なミッションを提供してき

た。一方，2008年５月の宇宙基本法制定以降“経済的かつ

戦略的な宇宙利用”という新たな方向性が示され，企業と

してもより実利用に重きをおいた宇宙インフラを国際競争

力のある品質とコストで提供することが求められている。

市場という観点で世界に目を転じると，従来型の技術開発

衛星や堅調な商用衛星需要とともに，先進国で計画中又は

整備中の通信・測位・観測の衛星コンステレーションや経

済発展する多くの新興国の衛星需要が大きく伸びているこ

とがわかる。

当社の事業規模は世界の衛星メーカーランキングで第８

位（国内では衛星・ロケットを含め宇宙産業全体で第１

位：2008年）であるが，これら国内外の動向を的確にとら

え，衛星単体の開発・提供だけではなく衛星を利用した総

合システム開発を推進し，今後10年で世界の衛星リーディ

ングカンパニーの一員としての地位を築いていきたいと考

えている。

本稿ではこれら宇宙事業推進の核となる通信・観測・測

位の宇宙三大利用事業に対する当社の取組みや今後の技術

開発の状況を国際市場動向とともに述べる。
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三菱電機技報・Vol.85・No.9・2011

岡田賢二＊＊＊小山　浩＊＊関根功治＊

MITSUBISHI DENKI GIHO



1．ま え が き

2008年の宇宙基本法制定及び2009年６月の宇宙基本計画

制定以降，実利用を前提とする宇宙開発の実現に向け，

様々な施策の検討が政府・民間で行われている。一方東日

本大震災で地上インフラが喪失した被災地への衛星通信の

提供（1）や観測衛星による災害状況の迅速な把握（2）の有効性

が再確認され，両側面での宇宙インフラ構築と利用技術の

重要性・緊急度が高まっている。これらの動向は世界の衛

星市場でも明確に確認できる。図１に示すとおり2010年か

らの10年間での衛星打ち上げ予測機数は1,222機（$194B）

であり，過去10年の770機と比較すると約60％増の高い伸

びを示している。①安全保障の衛星及び③商用衛星はほぼ

横這（よこば）いであるが，②一般の政府系調達衛星が大き

く伸びている。これは宇宙先進国における観測・測位等の

コンステレーション計画の増大とともに新興国における通

信・観測の衛星調達が大きく伸びていることが背景にある。

当社としても研究開発衛星や商用衛星及び搭載機器の製品

競争力強化・QCD（Quality Cost Delivery）向上によって

欧米に伍（ご）していくとともに，日本，アジアを含めた②

の需要にこたえるために通信・観測・測位における衛星・

利用サービスに関する競争力を向上させ官民連携した宇宙

外交とインフラ実現に貢献する。

本稿の２章で，商用静止衛星や先端通信分野での取り組

みを述べ，３章で今後の観測インフラとして期待される

ALOS－2（陸域観測技術衛星２号）の開発状況とALOS－3

（陸域観測技術衛星３号）の計画を述べる。また，日本独自

の測位システムとして運用が開始された準天頂衛星初号機

“みちびき”の概要と測位補強技術，今後複数機整備による

実利用サービスが期待される測位システムへの当社取り組

みについて述べる。

2．世界需要における商用衛星利用拡大に向けた取組み

図２に今後の商用通信衛星の市場予測を示す。今後の世

界の商用通信衛星需要は年間平均20機程度継続され，また，

衛星規模は大型（14kW超）から中型（８～14kW）・小型

（４～８kW）までほぼ３等分され，それぞれの規模で競争

力を確保することが衛星事業として重要である。当社は

（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）のデータ中継衛星

（DRTS），技術試験衛星Ⅷ型（ETS－Ⅷ）での開発成果をベ

ースに，長寿命化・低コスト化・短納期化・軽量化・マル

チミッション化・耐故障性強化・ミッション継続性強化等

のバス技術と高精度軽量アンテナ・通信ペイロード技術に

関する商用衛星向け社内開発を実施し標準静止衛星プラッ

トフォーム“DS2000”を2003年に確立した。DS2000は

12kW級に最適化した中型タイプと８kW級までに対応し

た小型タイプがありこれらによって図２に示した年間約20

機の商用衛星市場の約2/3の14機の小型～中型市場に適用

することが可能である。

このDS2000によって国際入札の対象である静止衛星市

場への対応を図り，現在までにMTSAT－2（ひまわり７

号：国交省），Superbird－C2（スカパーJSAT㈱），ST－2

（SingTel社／中華電信社）の受注及び軌道上の運用，ひま

わり8・9号（気象庁），Turksat－4A／4B（Turksat社）の受

注を果たしている。

表１に標準バスDS2000による宇宙利用サービスへの取

り組みを示す。

一方，グローバルな衛星通信分野では新たな利用拡大に

向け，通信システム高度化が進展している。従来型の固定

ビームとスルー・リピータを利用した通信に加え，打ち上

げ後のサービスエリアの変更，通信トラフィック変動等に

対応し，ビーム形状，回線容量の変更可能なリコンフィギ

ュラブル通信技術や，多数の地域への自在な通信と周波数

再利用による広帯域化を可能とするマルチビーム技術（ア

ナログ又はデジタルビームフォーミングと併用）を駆使し

た次世代通信システムの需要が高まっている。図３に中継

器やアンテナパターンがチャネルごとに固定的な従来通信

サービスと，マルチビームやデジタル技術（チャネライザ
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機
数

2000～2009年

③GEOで214機/＄55B

③商用衛星
　(主にGEO)

②政府調達の衛星
　(測位衛星を含む)

①＋②で808機/＄128B
LEO観測は267機(内数)

①安全保障用の衛星

④Iridium，Globalstar，Orbcomの
　Replace，200機/＄11B

2010～2019年

年
LEO：Low Earth Orbit，GEO：Geostationary Earth Orbit

図１．今後10年間の衛星界需要の推移（3）
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2,500 to 4,200kg
(電力4kW～8kW)

(電力8kW～14kW)

(電力6kW以下)

(電力14kW超)

大型：今後の拡張
レンジ約5台/年

中型DS2000の
レンジ約7台/年が
対象

小型DS2000の
レンジ約6台/年が
対象

FAA COMSTAC資料(4)

(電力は当社推定)

�　衛星規模別市場

�　中型DS2000

・～12kW／打上げ時5トン級
・中継器50ch／アンテナ8台

�　小型DS2000

・～8kW／打上げ時3.5トン級
・中継器40ch／アンテナ6台

図２．静止商用衛星の衛星規模別市場と対応するDS2000
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やデジタルビームフォーミング）によってフレキシブルな

通信システムを提供する次世代通信サービスの比較を示す。

また，表２に従来通信サービスと次世代通信サービスの

特徴と必要な通信技術，及び当社のこれまでの取り組みを

示す。従来のC／Kuバンド通信サービスとともに今後の

市場で需要の高まるKaバンドサービスや移動体サービス

（L／Sバンド）に付加価値の高い搭載ペイロード技術の開

発によって事業拡大を図る。

3．地球観測による宇宙利用の取り組み

JAXAは陸域観測技術衛星ALOS（Advanced Land

Observing Satellite）“だいち”の後継機となるレーダ衛星

ALOS－2を開発中及び光学衛星ALOS－3を計画中であるが，

当社は主契約会社として衛星・センサ及び全体システムの

設計を担当している。ALOS－2はLバンド合成開口レーダ

（PALSAR－2）を，ALOS－3は広域でかつ高分解能の光学

センサを搭載する衛星である。これらALOSシリーズの優

れた特長として，ALOS－2は高分解能モードで３mの分解

能と広い観測幅50kmを持ち，ALOS－3も直下視0.8mの高

分解能と50kmの広い観測幅を持っている。海外の１mク

ラスの高分解能観測衛星の観測幅はレーダ・光学とも10～

20km程度であり，ALOSシリーズは高分解能と広域観測

の両立によって，災害監視・地図作成の観点から非常に際

立った優位性を持っていることがわかる。

ALOS－2及びALOS－3の利用目的は，次の４点である。

①防災機関における広域かつ詳細な被災地の情報把握

②国土情報の継続的な蓄積・更新

③農作地の面積把握の効率化

④CO2吸収源である森林の観測による地球温暖化対策

特に①については内閣府・文部科学省による“防災のた

めの地球観測衛星等の利用に関する検討会”による検討結

果を踏まえて，利用要求が設定された経緯がある。

これらの利用目的のためにALOS－2及びALOS－3に求め

られることは，次のとおりである。

①夜間・悪天候でも観測可能なレーダ（ALOS－2）と視認

性の高い光学センサ（ALOS－3）を具備

②我が国の災害規模を考慮した広域観測

SAR（Synthetic Aperture Radar），光学とも次のよう
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4.00 6.00
Azimuth in Degrees

利得固定ビーム
(従来技術)

高利得ビームを
任意地域に走査

利得固定ビーム

フレキシブルなマルチビーム技術

（当社Kaバンド給電部の例）

②次世代通信サービス
固定的な通信に合わせて通信需要の変化
に柔軟に対応したビーム・中継器を追加

①従来通信サービス
シングルビームでサービスエリアは固定
通信はチャネルごとに中継器の入出力切り替えで対応

特定ビームに集中

他のマルチビーム

少ない

通信需要

多い

図３．従来通信サービスと次世代通信サービスの比較

表２．従来通信サービスと次世代通信サービスの特徴と
必要技術，当社の取り組み

サービスの特徴 必要な通信技術（当社の取り組み例）

従来通信

サービス

シングルビームでパター

ンはエリアに固定

（S/C/X/Ku帯等）

・高度鏡面修整技術

・偏波共用／中継器広帯域

（Ku／Cバンド：Superbird－C2，

ST－2など）

次世代通信

サービス

（フレキシ

ブルな通信

システム）

マルチビームによる

周波数有効利用。必要時

に特定ビームへ周波数・

電力を集中

（L/S/Ka帯等）

・マルチビームアンテナ及びマル

チポートアンプ等アナログ技術

（Kaバンド：N－STAR a／b，

MTSAT－2，Turksat－4A／4B）
・Digital BFN（Beam Forming 

Network）ペイロード技術

高利得のビーム走査で

任意の地域をサービス

・スキャニングスポット技術に

よるビーム走査

・アクティブフェーズドアレイ

アンテナ（APAA）技術

（“きずな”KaバンドAPAA）
中継器を任意の帯域を

持つサブチャンネルに

デジタル処理で分割し

ルーティング

・マルチキャリア信号を分波／

合波して信号の周波数配置を

並び替えるチャネライザ技術

（社内開発）

表１．標準バスDS2000による宇宙利用サービスへの取り組み

宇宙利用

事業形態

（使用回線）

FSS／BSS

固定通信放送

（C，X，Ku，Ka）

移動体通信

（L，S，Ku）

気象観測

（UHF，S，

Ku，Ka）

測位準天頂

（L，C，

Ku）

衛星間通信

（S，Ka）

対象顧客
国内外 国内外 国内 国内 国内

商用・官需 商用・官需 官需 官需 官需

事業推進に

関する要件

整理

提供する

サービス・

ハードウェア

の例

衛星・通信システム，

ロケット調達，衛星保

険，静止化運用，顧客

局管制システム

衛星，通信

システム，

気象センサ，

画像処理，

配信システム

衛星，通信

システム，

静止化運用，

顧客局管制

システム

衛星，通信

システム，

静止化運用，

顧客局管制

システム

当社による

宇宙利用

サービス

適用例

Superbird－

C2，ST－2，

Turksat－

4A/4B

ETS－Ⅷ（注1）

MTSAT－2

（ひまわり7号）

MTSAT－2

（ひまわり7号）

ひまわり

8・9号

準天頂衛

星初号機

みちびき，

MTSAT－2

（ひまわり7号）

DRTS（注1）

軌道上実績と
性能向上

静止宇宙利用事業の要件

社内試験
設備

低コスト化
短納期化

搭載機器
競争力

保険調達／
調達支援

標準バスの
保有

品質管理

初期運用
管制設備保有

ロケット調達

静止宇宙利用事業推進に対する9要件

（注１） 図：JAXA提供
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な広い観測幅確保を目標としている。

PALSAR－2の観測幅：モードによって25～490km

光学センサの観測幅：パンクロマティック直下視50km

③②と同時に，できるだけ高い分解能

SAR，光学とも次のような高分解能実現を目標とし

ている。

PALSAR－2の分解能：モードによって約１～100m

光学センサの分解能：パンクロマティック直下視0.8m

④海外衛星等との組合せによる迅速な観測を考慮

⑤“だいち”運用からの継続性と更なる高品質プロダクト

の提供

図４に，これらの要求に基づき設定されたALOS－2（レ

ーダ），ALOS－3（光学センサ）の観測全体システム構成を

示す。また表３に主要諸元を示す。ALOS－2，ALOS－3と

もにそれぞれPALSAR－2のビーム制御能力及び衛星本体

のポィンティング性能によって国内の任意の地点を１日以

内，平均では12時間以内に観測することが可能である。

ALOS－3は直下視0.8mの高分解能パンクロマテッィク

センサを搭載しており，後方視センサ／マルチスペクトラ

ルセンサ等と組み合わせて高分解能の地図作成や災害観測

に対応する仕様となっている。ALOS－2は現在，詳細設計

審査を完了し，2013年度打ち上げに向けてフライトモデル

製造の段階である。ALOS－3は予備設計中であり今後の早

期プログラム移行が期待されている。

ALOSシリーズは高分解能のレーダと光学センサによっ

て地球観測・災害監視・資源管理等の様々なミッションを

果たすことになる。ALOS－2，3のデータはセンチネルア

ジア（注2），災害チャーター（注3）等の枠組みを通じて，広くア

ジア域を含む各国への貢献が期待されている。新興国並び

に発展途上国では，災害情報に加え，地図の整備に必要な

国土データ，農産物の作付け予想，森林監視等のニーズも

大きい。

図５秬に当社で実施したALOS－3のシミュレーション画

像を示す。多くの地理情報や自動車の台数・形状まで把握
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表３．ALOS－2，3の主要諸元

（注２） アジア太平洋域の自然災害の監視を目的とした国際協力プ
ロジェクト

（注３） 宇宙機関を中心とする災害管理に係る国際協力枠組み

ALOS－2データの利用形態 
◇国土管理（基本データ収集） 
◇資源管理／資源探査 
◇災害監視／継続的観測

ALOS－3データの利用形態（計画） 
◇国土管理　　　　　　　　◇資源管理 
・地形図整備継続　　　　　・森林／伐採管理 
・災害監視／継続的観測　　・耕地利用 
・産廃投棄監視等

LST12:00

LST10:30

衛星間800Mbps

±60°可能

±70°可能

◇光学衛星ALOS-3(計画中) 
・分解能直下視0.8m，他に後方視， 
 マルチ，ハイパー等検討されている 
・衛星Bodyで±60°の観測可能

◇SAR衛星ALOS-2(維持設計中)
・高分解能（1～10m）と広域（350km）
・APAA機能により±70°左右観測可

DRTS-FLC局 DT局（国内外）

受
信
系

フ
レ
ー
ム
同
期

フ
レ
ー
ム
分
離

観測センサ2の固定長
フレームデータ

（VCA－SDU，VCDU等）

VCA－SDU ：Virtual Channel Access Service Data Unit
VCDU ：Virtual Channel Data Unit

記
録
装
置

デ
ー
タ
伸
張

Ka：中継した
画像データ

X：ALOSからの直接
　  伝送の画像データ

JAXA／関連機関設備 
（当社は観測衛星／観測センサ／開発と製造，地上処理系の
　開発と製造を担当し宇宙利用システムに貢献）

◇DRTS（データ中継） 
・現行機240Mbps
・次号機を800Mbps
　伝送用に計画中

逆
ラ
ン
ダ
マ
イ
ズ

誤
り
訂
正

衛星間240Mbps

観測センサ1の固定長
フレームデータ

（VCA－SDU，VCDU等）

SARデータ・光学センサデータ
の高次処理／配信

DRTS
JAXA提供

図４．ALOS－2，ALOS－3の全体システムの構成

(当社実施) Pan直下0.8m＋Multiの条件

TerraSAR－X原画に基づき解析した当社SAR差分抽出画像例

PALSARによる差分干渉結果(5)（地震前後）
JAXA／METI　Analyzed by JAXA

�　高分解能光学系画像
　　シミュレーション

�　だいちLバンド合成開口レーダ

�　LバンドSAR差分画像
　　シミュレーション

図５．高分解能光学観測及びSARによる情報抽出

ALOS－2 ALOS－3（計画中：諸元は暫定）

衛星外観

軌道
太陽同期 降交点LST12:00，
高度約628km

太陽同期 降交点LST10:30，
高度約620km

設計寿命 ５年（目標７年） ５年

打ち上げ 2013年度 2015年度（計画）

搭載

センサ

合成開口レーダ（PALSAR－2）

Lバンド 1257.5MHz帯（中心）

・パンクロマティック直下視／
後方視
・マルチスペクトラル
・ハイパースペクトラル（検討中）

観測

性能

・スポットライトモード：
分解能３m×１m，観測幅25km
・高分解能モード：
分解能３m／６m／10mスクェア，
観測幅50km／50km／70km
・広域観測モード：
分解能100m／60mスクェア，
観測幅350km／490km

分解能0.8m，観測幅50km

（パンクロマティック直下視）

特徴

高分解能（大出力，２次元走査），
広域（マルチビーム），高機能（偏
波観測，インターフェロメトリ），
ビームと姿勢により衛星の左右
2,000km以上の観測可能。

±60°の衛星Bodyポィンティン
グにより緊急観測性能を大幅に
向上。TDI（Time Delayed Integ-
ration）によるセンサ感度向上。
JPEG2000圧縮方式を採用。

全体

システム

・定常時：50分でレベル０
画像生成
・災害時：国内の任意地点を
最長でも1日以内（平均12
時間以内）に観測が可能。

同左

データ中継アンテナ

SARアンテナ(PALSAR－2)

パドル
（5KW）

パドル
（5KW）

データ中継アンテナ

光学センサ

JPEG：Joint Photographic Experts Group，LST：Local Standard Time
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できることがわかる。また，図５秡に“だいち”に搭載した

Lバンド合成開口レーダPALSAR（当社も開発参加）で観測

した東日本大震災前後の地殻変動（差分干渉処理：インタ

ーフェロメトリ）を示す（JAXA EORC（地球観測研究セン

ター）解析）。図中の干渉縞（じま）１サイクル（同一色間）は，

衛星に対して約11.8cmの距離変化が大震災前後で生じて

いることを表す。Lバンド合成開口レーダは，他の周波数

に比較して植生の影響を受けにくく，差分干渉処理による

地表面の変化抽出に有利である。さらに災害時における短

時間での被害算定を実現するために，より簡略な処理であ

る差分抽出画像も有用であり，そのシミュレーション結果

を図５秣に示す。当社も実績のある各画像処理方法を適用

し災害監視に貢献する方針である。

また，近年，商用通信衛星に加え，観測衛星に関しても

海外における調達需要が増加しており，海外の宇宙機関や

政府が調達元となる場合も多い。そのため，単なる衛星・

地上設備供給ではなく，長期的な人材育成，技術移転，打

ち上げ手段の提供，運用・利用システム構築，支援資金協

力等を含むパッケージでの提供要請が顕著である。こうし

たパッケージ提案に対し，産学官連携による衛星提供，デ

ータ利用提案を推進して行きたい。

4．準天頂衛星初号機“みちびき”及び測位利用拡大

2010年９月に打ち上げられた準天頂衛星（QZS）初号機

“みちびき”では当社は主契約会社として，JAXAの“みち

びき”衛星本体の開発と打ち上げ運用を担当した（図６）。

図７に示すとおり，“みちびき”は傾斜角41°，近地点引

数270°，離心率約0.075とする軌道を採用することで地上

軌跡は日本経度を中心とした８の字を描き，日本における

高仰角での可視時間を長くする設計としている。衛星は静

止高度では日本で初めて恒星センサ基準の姿勢制御系を採

用している。これによって衛星の高精度化だけでなく準天

頂衛星コンステレーションに不可欠となる任意の昇交点赤

経への衛星投入（全時間ロウンチウィンドゥの確保）や図７

に示すヨーステアリングによる太陽方向へのパドル正対等

の柔軟な運用を実現している。衛星は日本の天頂付近より

GPS（Global Positioning System）と同等の測位信号を送信

するため，日本国内の山間部や都心部の高層ビル街でも，

他の低仰角GPSと組み合わせてGDOP（Geometric Dilution

Of Precision）の優れた精密な測位が可能となる（測位補完）。

また，“みちびき”からは測位精度を向上させるための２種

の補強信号（L1－SAIF信号，LEX信号）を併せて送信して

おり，これによってこれまでの数十m程度の誤差であった

GPS測位に対し，１m級，更にはcm級の測位精度実現を

目指している（測位補強）。

現在“みちびき”の本体及び測位信号の評価を実施中であ

る。図８は高層ビルが多く“アーバンキャニオン”と呼ばれ

る新宿で，“みちびき”からの補完信号を活用し，測位能力

の改善状況を評価した結果を示す。

GPS衛星単独のコード測位の場合，28.5％の測位率であ

ったものが，“みちびき”を併用することによって，70.0％

と大幅に測位率が向上し，都心部での測位可能エリアの拡

大効果を確認している。さらにGPS単独に比較して高い測

位率を実現することによって，カーナビで使用される低コ

ストのジャイロなどの慣性測位の使用時間を大幅に短縮可

能であり，実質的に測位率100％を達成することが可能で

ある。

準天頂衛星システムの将来利用に関しては，現在，宇宙

開発戦略本部事務局の下に，準天頂衛星システムにかかわ

るプロジェクトチームである“準天頂衛星開発利用検討ワ

ーキンググループ”が設置され，測位システムの社会イン

フラとしての利用検討が開始されている。
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太陽方向

太陽方向 �　 1日のヨー角プロファイル

�　 1日のパドル駆動角プロファイル

測位アンテナが搭載される
+Zs側の地球指向面

ヨーステアリングと
パドルの正弦波駆動
によりパドルは太陽
に正対

みちびきの地上軌跡

時間(s)

時間(s)

駆
動
角
(°
)

ヨ
ー
角
(°
)

傾斜角41°を持つ準天頂軌道における姿勢／
パドルプロファイル(ヨー姿勢とパドル角度で
常に地心指向とパドルの太陽正対を実現

図７．“みちびき”の軌道とヨーステアリング運用
（初期軌道要素：a＝42,156km，i＝41°，e＝0.075，ω＝270°）

測位ミッション
アンテナ

STT
(恒星センサ)

DS2000バス

測位ミッション
中継器(TWTA)

図６．準天頂衛星初号機“みちびき”（写真・図提供：JAXA）
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この検討チームでは，欧州などの海外動向を踏まえつつ，

従来型の測位サービスに加え，緊急時・災害時に使用する

ための双方向通信（ショートメッセージ）や，警察・消防向

けの秘匿コードサービス等の新規機能を衛星・測位端末に

追加する案を含め，社会インフラとして整備すべきサービ

ス分野の調査，政策的評価が実施されている。この機能に

よって，遭難者や捜索者に必要な救難情報・位置情報を伝

達することが可能となり，救難活動の確実性，効率性向上

に大きく貢献すると考えている。

図９に準天頂軌道に４機，静止軌道に３機の測位衛星を

整備した場合の衛星可視機数とPDOP（Position Dilution of

Precision）の分布を示す。図のとおり日本では７機の測位

衛星のうち常時5機が可視範囲にあり，またPDOPも常時

５以下が実現可能である結果を得ている。GPSが24機で全

地球的な測位システムを構築しているのと比較して，７機

という少ない機数で日本と同様な経度である東アジア地域

に独立した測位システムを提供することができる。準天頂

衛星の信号は，多くのユーザーに利用されるように補完サ

ービスではGPSと等価な信号とし，さらに独自の補強信号

（LEX）によってcm級の信号を供給する。準天頂衛星の高

精度測位による国内市場成長規模は約0.8～１兆円程度と

試算されている。その他サービスを含めたサービス範囲拡

大によってアジア・オセアニア測位マーケットにおける利

用拡大が期待される。

5．宇宙利用システムへの取り組み全体像

４章まで述べたとおり，当社は通信放送や気象観測，測

位システム構築に関しては，標準バスDS2000や更なる軽

量化・機器統合化・高精度化による衛星バスの競争力確保

や先進的な通信系開発によって事業拡大を図っている。観

測分野に関しては開発中のALOS－2や計画中のALOS－3等

を核とし，高精度化・観測幅拡大・ポィンティングによる

観測頻度拡大を同時に満足させる高度なシステムの構築を

図るとともに，派生事業として新興国の新たな需要にこた

えていく。また搭載機器に関しても，国際マーケットの厳

しいQCD要求を常に意識することで宇宙事業全体の国際

競争力を維持発展させていく。

図10は，当社の宇宙利用システムの取り組みの全体像

を示したものである。通信放送・地球観測・測位の宇宙利
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�　新宿のGPS＋みちびきに
　　 よる測位（測位率70.0%）

� 　新宿のGPS＋みちびきによるINS測位（測位率100.0%）

�　新宿のGPSのみによる測位
（測位率28.5%）　　　

◇走行日時
2011年1月21日
12：30～15：10
走行計　160分

走行軌跡
GPS＋みちびきによる
INS測位率結果

走行軌跡
GPSのみによる測位率結果

走行軌跡
GPS＋みちびきによる測位率結果

図８．東京都心（新宿）における測位精度向上結果
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秡　衛星可視機数分布：日本～豪州にかけて常時5機以上
　　（仰角は東京で常時1機が80°以上，那覇・札幌で70°以上）

秣 　PDOPの分布：日本～豪州にかけて常時5以下であり
　 　　　　　　　　高精度測位が自立的に可能

秬　測位衛星の配置例

○印 準天頂軌道に
おける測位衛星
を4機とする場合

◇印 静止軌道に
おける測位衛星
を3機とする場合

図９．７機の測位衛星の場合の性能評価（他GPSは非使用）
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用に関して保有する基盤技術を活用し，更なる技術開発と

事業戦略の両輪によって，国内外の宇宙利用インフラの構

築や社会貢献，宇宙事業の拡大，国際競争力の確立を図っ

ていく。

6．む　す　び

宇宙利用の３大分野である通信放送，地球観測（リモー

トセンシング），測位における技術動向と当社の開発状

況・事業展開について述べた。国内研究開発衛星や継続的

需要が予測される商用衛星とともに，大きな伸びが期待さ

れる観測・測位等のコンステレーション計画，新興国で拡

大が予想される通信・観測の衛星事業に参画し事業を拡大

するとともに，非常時における通信・情報供給という宇宙

インフラ特有のロバスト性も加味したシステムに積極的に

取り組んでいく。
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移動体通信

特定のビームへ
電力を集中

マルチビーム／成形ビーム

1対1
通信

○印　準天頂軌道に
おける測位衛星配置例

◇印　静止軌道に
おける測位衛星配置例

全球観測
（図：気象庁提供）
その他台風領域
観測等

気象衛星通信所

気象衛星
センター

公共・有料
サービス

気象データ（配信）

高次処理データ

気象観測

国内外公共
民間受信局

観測データ

静止軌道
準天頂軌道

低軌道

JAXA　受信・高時処理・配信

HTV
1～7号機

また，NASAのISS輸送機で
あるオービタル社“シグナス”
近傍界通信システム9機分
受注

・宇宙インフラの構築・社会貢献
・宇宙事業の拡大
・国際競争力の確立

高分解能光学系画像
（シミュレーション）

高分解能SAR画像
（シミュレーション）

ST－2 きく8号
図：JAXA

図：JAXA
Superbird－C2

ひまわり7号

[ひまわり8・9号]

[ALOS－2／
 ALOS－3]

[Turksat－
 4A／4B]

Solar－B

GOSAT

DRTS

準天頂衛星初号機
みちびき

仰角70°以上の
QZS(最低1機)

GEO

GPS
複数機配備で良好な
測位衛星可視性と
測位精度を実現

リチウム
イオン
電池

太陽電池パドル ペイロードパネル
(ヒートパイプ実装)

SSPA
（L／S／C／Ku）

超軽量
アンテナ

（L／X／Ku／Ka）

HR500S搭載
統合化計算機
(SCP)

軽量化
100V電源
(PCU)

 4.地球観測3.静止気象衛星観測

6.搭載機器(国内及び輸出用)

2.測位1.通信・放送

5.宇宙輸送機

◇利用形態
・宇宙ステーションへ
　約5トンの物資輸送
・将来的にはリエントリ

◇必要となる技術

・自律誘導／航法
・近傍界通信
・耐故障性
　(1 Fail Operative／
　 2 Fail Safe)

GEO

◇利用形態
・GPS補完／補強（低速・高速）
・L1C/A，L1C，L1－SAIF，L2C，
　L5，LEX
・複数機による地域持続測位
・救助／救難等の双方向通信

◇必要となる技術
・測位システム技術，運用技術
・Availabilityに関するコンステレ－シ
　ョン技術，各信号対応のIntegrity技術
・標準バス技術（軽量化，自動化，精度）
・アンテナ／通信技術

◇利用形態
・固定通信，放送，移動体通信，
　同報通信，データ収集
◇必要となる技術
・通信インフラシステム技術
・標準バス技術（長寿命，信頼性，
　大電力，軽量化，精度，自動化）
・アンテナ・高帯域中継器技術
・フレキシブルなペイロード技術，
　ビームウォーミング，チャネラ
　イザ，アクティブファイズドア
　レー等

◇利用形態
・低軌道からのSAR，光学観測
・データ受信・高次処理・配信

◇必要となる技術
・SAR，光学（Pan／Mu／IR）
　画像処理技術，高次処理技術，
　配信技術
・安定度，決定精度，信頼性，
　高速データ処理，衛星間通信

◇利用形態
・静止位置からの可視・赤外観測
・データ受信・高次処理・配信

◇必要となる技術
・気象衛星画像処理／配信技術，
　品質・画素位置精度・リアルタイム性
・気象センサ技術（可視／赤外）
・バス技術（安定度，決定精度，
　信頼性），アンテナ／通信技術

同報通信

当社製造の運用中衛星及び
[開発中衛星]

衛星間通信（Ka/S）

他のQZS及びGEO

図10．三菱電機の宇宙利用システムの取り組みの全体像
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